
第１章 はじめに 

我が国は、少子化による急速な人口減少と高齢化、生産年齢人口の減少など未曽有の危機に

直面しています。「自治体戦略 2040 構想研究会」では、2008 年の 1 億 2,808 万人をピー

クに総人口は減少局面に入り、2040 年には 1 億 1,092 万人に減少する見込みと報告されて

います。 

社会が多様化するなか、税収や働き手の減少がもたらす課題に向けた取組を限られた資源で

効率的に実施していくためには、ICT（情報通信技術）と ICT により高度化したデータの収集・

分析技術を、課題解決のためのツールとして積極的に活用していくことが重要です。  

こうしたなか、本市も持続可能なまちの実現に向けて、ICT を活用した施策を戦略的に推進

するために「瀬戸市 ICT 戦略推進プラン・官民データ活用推進計画」を策定するものです。 

●計画期間：2021～2025 年度（5 年間） 

第２章 計画の位置づけ 

本計画は、「第 6 次瀬戸市総合計画」を上位計画とし、ICT を活用した施策を戦略的かつ横

断的に推進することで、まちの将来像「住みたいまち 誇れるまち 新しいせと」を実現する

ため、本市の ICT 戦略に係る基本方針を示すものです。 

また、本計画を「官民データ活用推進基本法（平成 28 年法律第 103 号）」第 9 条第 3 項

の規定に基づく「市町村官民データ活用推進計画」として位置づけるものとします。 

第３章 瀬戸市の現状と課題 

右図のように、本市の現状から抽出される７つの課題を整理しました。  

第４章 基本方針と推進体制 

 「瀬戸市 ICT 戦略推進プラン検討委員会」では、5 つの視点をもち ICT の戦略的な利活用

に関する方針及び取組等を協議してきました。 

 

 人づくり  生活者目線  優先順位  オリジナリティー  ものづくり文化 

  

2021 年度から、本計画で位置付けた事業を推進するために、検討委員会の活動を継承する

「瀬戸市 ICT 活用推進協議会」を設立します。 

 協議会は、PDCA サイクルに基づき、事業の進捗管理を行います。目標達成状況の検証・評

価を実施し、社会情勢や市民ニーズの変化を把握しながら、事業の改善を柔軟に行います。  
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瀬戸市 ICT 戦略推進プラン・官民データ活用推進計画 概要版 

瀬戸も少子高齢化が進み、このままではお金も人手も足りなくなる。  

そのため ICT 活用を計画的に進め、持続可能なまちを目指す必要がある。  

国・県も未来の社会像として Society5.0 を掲げており、瀬戸市全体でも持続可能なまち

を目指して「第６次瀬戸市総合計画」を策定、実施している。本計画はその ICT 利活用分

野を担う。 

現状 

 

 

・総人口は 2010 年を

ピークに減少、高齢化

率は増加傾向となって

いる。 

・2045 年には、生産

年齢人口の割合は

48.2％になると予測さ

れている。 

・20～24 歳→25 歳～

29 歳の転出超過とな

っている。 

・年少人口割合及び合

計特殊出生率は都道府

県平均を下回ってい

る。 

・市民アンケートで

「日常生活で、市役所

の情報等が入手しやす

い環境にあるか。」の

設問でプラス評価が

41.3％にとどまった。 

・市民アンケートで

「市の方針等、重要な

情報が公開され、開か

れた市政が推進され

ているか。」の設問で

プラス評価が 29.7％

であった。 

・「瀬戸の認知度を上

げるための取組が積

極的に行われている

か。」の設問でプラス

評価が 15.1％であっ

た。 

デジタル社会を生き抜くための人づくり、生活者目線での暮らしの質の向上、「せともの」で知られるも

のづくり文化の発信等において、ICT の利活用と ICT 基盤の整備を進め、住みたいまちの実現をめざす。 

課題 

 

⑥ わかりやす

い市政情報

の発信 

⑦ まちの魅力

発信の向上 

⑤ 日常生活に必

要な情報収集

への支援 

④ 子どもを産み

育てやすい環

境づくり 

③ 若者世代

（20 代）の

市外への流出 

② 働き手の確保 

① 人口の減少・

少子高齢化 

への対応 

瀬戸市の現状は様々なデータを見ても少子高齢化が進んでいるのがわかる。  

そこで今後やるべきことを見出すため、これまでの取組を整理し、評価してみる。 

お金も人も限られているため、たくさんあるやるべきことにしっかりと優先順位をつけて

瀬戸らしい計画としなければならない。  

基本目標、施策、事業 

 

 

(a) ICT 人材の育成 

・次世代クリエーター育成他 

(b) 小中一貫教育の推進 

・GIGA スクール推進他 

(c) ソフトウェア産業等の誘致・育成 

・IT クリエイティブ企業等進出促進奨励金 

 

 

 

 

(a)子ども・子育てサービスの推進 

・子ども支援サイトせとっ子ねっと他 

(b)高齢者・障害者への支援 

・高齢者見守りシステム構築 

・NET119 緊急通報システム他 

(c)防災、防犯の推進 

・コミュニティ FM 局難聴解消支援他 

 

 

 

 

(a) デジタルシティの推進 

・いいもん・せともんポータルサイト構築他 

(b) 官民データの活用 

・オープンデータ他 

(c) 社会保障・税番号制度の活用 

・各種証明書コンビニ交付の拡充他 

 

 

 

 

(a)業務の効率化 

・AI チャットボット他 

(b)システムの標準化、共同化 

・システムの標準化、共同化 

(c)情報セキュリティの強化 

・情報セキュリティの強化 

ICT 関連 40 事業 

1 まちの活性化 

2 生活の利便性向上 

3 ICT 基盤の強化 

4 スマート自治体の実現 

第 5 章 基本目標とめざす姿 

 


